
事 務 連 絡  

平成３０年６月２９日  

 市内 放課後等デイサービス事業所 管理者 各位 

健康福祉局障害保健福祉部障害計画課長  

平成３０年度障害福祉サービス等報酬改定における放課後等デイサービスの 

報酬区分について（通知） 

日頃より本市福祉行政に御協力いただきありがとうございます。 

標記の件については、平成３０年５月３１日付け事務連絡（別紙参照）において周知したところです

が、平成３０年６月２８日に厚生労働省から取扱いについて連絡がありました。

○厚生労働省からの取扱いに関する連絡内容

児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける基本報酬区分等、平成３０年４月から６月に

おいて導入当初の措置を設けているものについて、平成３０年６月末時点の届出内容に変更があ

った場合には、今回の届出に限り、７月中に届出をした場合には、８月から適用する取扱いとす

る。

つきましては、本市における「導入後３月経過後の」の取扱いについて内容を訂正し、改めて通知い

たしますので御対応くださいますようお願いいたします。 

１．平成３０年４月～６月の障害児の延べ利用人数に占める指標該当児の延べ利用人数の割合を国留

意事項通知に基づき算出する。 

２．３月間の割合を算出した結果は各事業所において保管し、平成３０年４月の体制届で届出た報酬

区分と異なる場合については、平成３０年８月提供分からは平成３０年４月～６月の延べ利用人

数に基づき算出した報酬区分を算定する。 

３．上記「２」の取扱いとすることから、３月間の割合を算出した結果が平成３０年４月の体制届で

届出た報酬区分と異なる事業所は、平成３０年７月３１日（火）必着で変更の体制届を当課宛に

提出する。 

※下線箇所が平成３０年５月３１日付け事務連絡からの訂正箇所となります。 

障害計画課事業者指定担当  

T E L  0 4 4 - 2 0 0 - 2 9 2 7  

F A X  0 4 4 - 2 0 0 - 3 9 3 2  



事 務 連 絡  

平成３０年５月３１日  

 市内 放課後等デイサービス事業所 管理者 各位 

健康福祉局障害保健福祉部障害計画課長  

平成３０年度障害福祉サービス等報酬改定における放課後等デイサービスの 

報酬区分について（通知） 

日頃より本市福祉行政に御協力いただきありがとうございます。 

標記の件については、市内各放課後等デイサービス事業所におかれましては、報酬区分を判定する際に用

いる障害児の数については、国留意事項通知において、「当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌

年３月３１日をもって終わる年度とする。以下同じ。）の延べ利用人数を用いる。放課後等デイサービ

スの報酬区分において区分１（１の１、１の２を含む）を算定するには、指標該当児の当該年度の前年

度の利用延べ人数を、上記の延べ利用人数で除して得た数が５０％以上であること。なお、この割合の

算出に当たっては、小数点第２位以下を切り上げるものとする。報酬区分導入当初の措置として、平成

３０年３月３１日時点において現に存する事業所にあっては、平成３０年４月１日時点の在籍者数（契

約者数）に占める指標該当児の割合により報酬区分を判定すること。また、導入後３月経過後は、３月

における障害児の延べ利用人数により算出すること。」とされていることから、平成３０年４月の体制

届においては、既存の事業所においては、平成３０年４月１日時点の在籍者数（契約者数）に占める指

標該当児の割合により報酬区分を判定し、届出していただいたところです。

報酬区分導入から２月が経過することに伴い、本市における「導入後３月経過後」の取扱いを通知し

ますので、以下のとおり御対応くださいますようお願いいたします。 

４．平成３０年４月～６月の障害児の延べ利用人数に占める指標該当児の延べ利用人数の割合を国留

意事項通知に基づき算出する。 

５．３月間の割合を算出した結果は各事業所において保管し、平成３０年４月の体制届で届出た報酬

区分と異なる場合については、平成３０年７月提供分からは平成３０年４月～６月の延べ利用人

数に基づき算出した報酬区分を算定する。 

６．上記「２」の取扱いとすることから、３月間の割合を算出した結果が平成３０年４月の体制届で

届出た報酬区分と異なる事業所は、平成３０年７月１３日（金）必着で変更の体制届を当課宛に

提出する。 

障害計画課事業者指定担当  

T E L  0 4 4 - 2 0 0 - 2 9 2 7  

F A X  0 4 4 - 2 0 0 - 3 9 3 2 

別 紙


